



本稿では、拙稿 [2018, 2019] の追補として、大判昭和 7 年 5 月 27 日民










































































4　　本判決のほか、大判昭和 3 年 8 月 1 日民集 7 巻 671 頁、大判昭和 11 年 6 月 29 日新聞




























物の弁済期到来当時の時価の差額の賠償を認めている）、山形地米沢支判昭和 31 年 3 月 3 日
下民 7 巻 3 号 497 頁（抵当権の目的である建物を第三取得者が取り壊した。解体後の木材等
を別の場所での建物の建築に利用するためである。取壊時には被担保債権の弁済期は既に到
来していた。抵当権者の損害は不法行為当時における目的物の価格により算定されている）、
































8　　本判決のほか、大判昭和 11 年 4 月 13 日民集 15 巻 630 頁。
9　　片山 [1933]250 頁、我妻 [1936]186 頁、勝本 [1949]495 頁以下、川井 [1975]122 頁、星
野 [1976]259 頁、石田喜久夫 [1982]375 頁、高木 [1984]145 頁、荒木 [1988]133 頁、平井
[1992]44 頁、船越 [2002]197 頁、舟橋 [2003]212 頁、近江 [2007]182 頁、平野 [2009]82 頁、
石田穣 [2010]403 頁以下、高橋 [2010]178 頁、河上 [2015]152 頁、古積 [2019]705 頁。
10　　かつては、有力な学説であった。川島 [1933]1935 頁以下、川島 [1936]、柚木 [1936]309
頁以下、薬師寺 [1972]93 頁以下、鈴木 [1994]207 頁。同説によれば、競売までは、抵当
権者自身の損害賠償請求以外の方法により、抵当権者は十分に保護されうる。
11　　薬師寺 [1972]88 頁、星野 [1976]259 頁。
－ 46 － － 47 －
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14　　高橋 [2006]1039 頁、村林 [2006]53 頁、濱田 [2007]826 頁以下、工藤 [2008]208 頁。

























17　　加藤一郎 [1959]148 頁。他に、三島 [1965]72 頁、槇 [1969]223 頁以下、槇 [1974]197 頁、




19　　道垣内 [2017]192 頁。道垣内 [1998]305 頁以下。田高 [2008]357 頁。












大判大正 12 年 7 月 11 日新聞 2171 号 17 頁
大判昭和 3 年 8 月 1 日民集 7 巻 671 頁 23
大判昭和 7 年 5 月 27 日民集 11 巻 1289 頁 24







末川 [1929]、末弘 [1929] がある。
24　　ＹはＸに対する債務の担保として本件山林に対し一番抵当権を設定しそのほかの土地に
対し二番抵当権を設定した。しかし、Ｙは右抵当権を侵害することを認識して本件山林地







木 4 本の現在の時価を 690 円と認定して、Ｘの損害賠償請求を一部認容した。Ｙは、上告し、
問題の立木にはＸの抵当権は及んでいないこと、また、損害賠償を争っている（上告棄却）。














川島 [1936]、黒川 [1936]、千種 [1936] がある。
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最判平成 18 年 1 月 24 日判タ 1205 号 153 頁
東京高判昭和 26 年 9 月 27 日下民 2 巻 9 号 1124 頁
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